
 
 
 
 
 
平 成 ２ ３ 年 １ ０ 月 の 住 宅 着 工 の 動 向 に つ い て

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（持家） 

 前年同月比では２か月連続の減少（前年同月比８．１％減、

季節調整値の前月比２．８％増）。 

 

（貸家） 

 前年同月比では２か月連続の減少（前年同月比８.９％減、季

節調整値の前月比３．８％増）。 

 

（分譲マンション） 

 前年同月比では２か月ぶりの増加（前年同月比７．５％増）。 

・ １０月の住宅着工戸数は６７，２７３戸（前年同月比 

５．８％減）、季節調整済年率換算値で７７．４万戸（前月

比３．９％増）。 

・ 東日本大震災発生後に低下したマインドは多少改善して

きているものの、厳しい雇用・所得環境、不透明な景気の

先行き等から、２か月連続で前年同月の水準を下回った。 

・ 今後の先行きについては、雇用・所得環境等の推移、東

日本大震災からの復興状況、建設労働者の需給状況等を引

き続き慎重に見極める必要がある。 

問い合わせ先： 

総合政策局建設統計室 長町、橘 

TEL.03-5253-8111(内 28602、28631）
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季節調整済年率換算値の推移

＜総戸数＞

＜利用関係別＞
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季節調整済年率換算値（単位：万戸）
年 月 総戸数 持家 貸家 分譲住宅

4 128.0 34.1 52.2 37.3
5 119.8 32.9 52.3 33.1
6 134.6 33.9 59.7 42.2
7 93.2 26.5 39.9 27.0
8 72.2 25.4 29.0 18.3
9 72.9 29.2 27.5 17.3
10 87.2 32.7 33.9 20.5
11 97.6 31.5 41.5 22.9
12 103.3 31.9 43.9 26.2
1 113.4 32.4 48.3 29.2
2 115.6 32.0 49.2 31.8
3 108.6 31.9 41.1 31.8
4 116.7 31.9 49.6 32.8
5 113.7 31.5 48.7 32.6
6 112.3 31.8 50.6 31.0
7 111.2 32.7 48.7 31.0
8 110.6 34.4 46.4 31.6
9 113.1 35.2 46.7 31.6
10 105.3 31.0 46.4 27.0
11 97.6 27.6 42.0 25.8
12 96.3 29.1 41.5 24.0
1 91.0 28.6 38.8 21.3
2 87.0 28.8 35.4 20.6
3 85.4 27.9 36.1 18.0
4 78.9 27.2 33.2 14.9
5 79.6 27.2 32.9 17.2
6 76.3 28.5 31.1 15.6
7 75.7 28.7 31.2 15.7
8 68.1 27.3 26.8 14.8
9 71.1 28.3 28.7 14.8
10 77.1 29.4 30.1 16.3
11 79.2 29.8 31.4 16.1
12 80.4 29.8 31.7 17.3
1 82.9 30.0 32.9 18.6
2 79.1 29.6 32.4 15.2
3 82.9 28.8 31.4 19.4
4 79.5 28.1 31.0 19.0
5 76.4 28.8 28.7 17.5
6 77.1 29.8 27.7 19.6
7 78.9 29.9 29.3 19.9
8 81.9 31.5 31.3 20.1
9 83.6 31.9 29.5 23.4
10 82.1 32.3 27.5 22.4
11 84.7 31.8 28.4 23.7

12 86.1 33.2 28.8 23.8

1 84.7 31.6 29.0 22.6

2 87.2 31.3 31.2 21.9

3 80.7 30.0 28.4 20.2

4 79.8 28.3 28.1 21.4

5 81.5 28.1 27.4 25.0

6 81.7 29.0 29.1 24.0

7 95.5 35.6 34.7 26.5

8 93.4 33.6 34.4 26.4

9 74.5 28.8 24.2 21.5

10 77.4 29.6 25.1 23.2

H23

H21

H19

H20

H22



平成20年度 平成21年度 平成22年度
平成22年

7-9月
平成22年
10-12月

平成23年
1-3月

平成23年
4-6月 7月 8月 9月 10月

雇用・所得 完全失業率 季節調整値・％ 4.1 4.9 5.0 5.0 5.0 4.7 4.6 4.7 4.3 4.1 -

有効求人倍率 季節調整値・倍 0.77 0.45 0.56 0.54 0.57 0.62 0.62 0.64 0.66 0.67 -

賃金指数（定期給与(名目）） 前年同期比 △ 0.9 △ 1.5 0.2 0.5 0.4 △ 0.3 △ 0.5 △ 0.3 △ 0.3 △ 0.2 -

賃金指数（現金給与総額（実質）） 前年同期比 △ 2.3 △ 1.5 1.1 1.8 0.0 0.0 △ 0.8 △ 1.2 △ 1.2 △ 1.0 -

金融 金融機関の貸出態度判断DI（不動産業）
「緩い」－「厳しい」・
％ポイント

△ 32 △ 16 △ 9 △ 12 △ 9 △ 9 △ 5 - - △ 3 -

金融機関の貸出態度判断DI（建設業）
「緩い」－「厳しい」・
％ポイント

△ 18 △ 11 △ 3 △ 7 △ 6 △ 3 △ 2 - - △ 2 -

住宅市場 マンション販売在庫数（首都圏） 戸数 8,846 6,022 4,716 4,722 5,600 4,716 4,646 4,962 4,975 4,826 5,054

マンション販売在庫数（近畿圏） 戸数 5,971 4,878 3,311 3,898 3,971 3,311 2,916 2,772 2,814 2,989 3,017

名目成長率（国内総生産（名目）） 季節調整値・前期比 △ 4.6 △ 3.7 0.4 0.1 △ 0.9 △ 1.1 △ 1.5 - - 1.4 -

実質成長率（国内総生産（実質）） 季節調整値・前期比 △ 4.1 △ 2.4 2.3 0.7 △ 0.7 △ 0.7 △ 0.3 - - 1.5 -

企業活動 鉱工業生産指数（生産） 季節調整値・前期比 △ 12.7 △ 8.8 8.9 △ 1.0 △ 0.1 △ 2.0 △ 4.0 0.4 0.6 △ 3.3 -

企業倒産件数 前年同期比 16.8 △ 2.8 △ 10.6 △ 11.5 △ 8.0 △ 5.3 0.6 5.1 0.5 △ 10.2 △ 5.6

企業倒産件数（不動産業） 前年同期比 25.7 △ 8.6 △ 20.1 △ 12.4 △ 24.3 △ 3.2 △ 6.4 △ 7.1 △ 19.2 △ 3.2 △ 25.0

企業倒産件数（建設業） 前年同期比 16.9 △ 6.5 △ 7.5 0.2 △ 5.1 △ 7.5 5.8 15.1 △ 14.0 △ 21.4 6.5

設備投資 機械受注（船舶・電力を除く民需） 季節調整値・前期比 △ 13.1 △ 20.4 9.1 5.6 △ 4.3 5.6 2.5 △ 8.2 11.0 △ 8.2 -

（注）１．金融機関の貸出態度判断DIは、四半期毎の調査結果により、年度は年度末月、四半期は期末月の調査結果を掲載。
　　　２．マンション販売在庫数の年度は年度末在庫戸数、四半期は期末在庫戸数を掲載。
　　　３．国内総生産（GDP)は、平成23年7～9月期四半期別ＧＤＰ速報 （1次速報値）による。
　　　４．企業倒産件数は、帝国データバンク「全国企業倒産集計」による。
　　　５．完全失業率（労働力調査）の平成23年3月～8月の値は岩手、宮城、福島の3県を除く全国の結果
　　　６．賃金指数（毎月勤労統計調査）の平成23年3月、4月については、岩手県、宮城県、福島県、5月分については、宮城県において調査員調査を除く全国の結果

全体
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